


















吉田虎男は、マ ッケイ条約第8条 の実施に至るまでの暫行的方法 として、「支那産機械製洋
式貨物は予め許可を受 くるときは、輸出税額に等 しき製造税を納付 して輸出税、沿岸貿易税及










第一関」(移出 ・輸出の際、通過する最初の関辛)に 於いて正税一道を納税 し、他は免除 して





林 原 文 子
十九 日に分春 し遵守するよう命 じ処置済である。いま湖南省の和豊火柴公司も、成案どお りに
処置すべきである。……これは暫時の方法である。将来 『国税』が整頓されるか別に火柴税則























箱100グロス入 りで0.920両)。税単の効力は包頭までしか及ばず、 これ より西は関干が林立 し
てお り、……洋貨(輸 入商品)が 子口税単一つで通行に障害がないのとは天地の差である。ゆ
えに洋貨は陳西、甘粛、新彊等の地方に販路を延ばし、(該)公司の貨物は帰化止 まりである。











器織布廠を建設 し専ら本国の棉紗を用い愛国布及び各種の花布(模 様のある布)を 製造 してい
る。……運送販売時に、『正税一回』の納税のみにして、商民の困難を救 っていただきたい。」
これを受けた宜昌関の監督は、確かに機器製造の布疋であると認め、税務処に取 りついだ。
税務処督辮梁士論は 「華商が機器を用いて布疋を製造する場合、 しば しば本処が五分の正税の
みで沿途で重複徴収 しないことを許可 している」として、雲錦機器織布公司にも、同様の措置






請 した。鯉海関監督の審査によれば当該公司の綿布は確かに 「機器(機 械)を 用いて洋式を模
倣 したもの」である。この申請に対 し、税務処督辮梁士論は、各所の華商の機械製洋式綿布は
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の各関辛は貨物と運単が相一致すれば更には(税 藍を)徴 収 しない。……この案件はすでに処
理済である。ただ現在風気が開け内地で工場を設立 し洋貨を彷製するものが 日に増えてきた。
海関から遠いものは運単の受領に手数がかかる。その上各関は、この種の運単の書式名称が多
くは不揃いであ り、このため沿途、検査 し通行させる際に障害が生 じないとは限らない。…そ
こで本処は画一の運単と簡章を定める…。」
税務処は財政部と協議後、「機器彷製洋式貨物運単」の様式 と、「海常関與藍金各口辛発給機




数、貨物件数、税銀数 目を経過する第一海関の監督に報告 し、……該口辛が代収 した税銀は毎
週該海関に送金 して確認 し収納せ しむ、若 し海関を経過せざるものなる時は、該口十墜は規定に
照らして 「各該主管機関」に報告 し送金すべ し……等を指示した。「機器彷製洋式貨物運単」
にも、最初の第一関で納めるべき税藍を 「実質価格の5分 の正税一回」(「切実値百抽五正税一







のは(す べての地域の工場に)ま ず同表によって課税 し、2.同 表に無 くて1902年の新輸入税
表に掲載 してあるのは同表によって課税 し、3.い ずれの税表にも無いものには従価五分税を
課す。4.こ の外一切の内地税を免除する。(二)その他の工場製品については、新輸入税表
















上記、綿糸綿布でいう 「旧則」 とは、威豊八(1858)年の輸出税則をいい(綿 糸で1担銀0.
7両)、「新則」 とはその後44年を経て、実質5分 に改訂することを意図した光緒二十八(1902)
年の輸入税則を指す(綿 糸で1担 銀0.95両)。同じ5分税でも一般に、威豊税則の税額が一番
低 く、ついで1902年改訂税則による額が低 く、価格を見積もる方法は時価を反映 してもっとも


















税務処は独立 して正式に取 り上げ、「機製洋式貨物税現行辮法」五章を編纂改訂 し、7月 、財
政部、税務処合同で公布 し、取 り扱い方を明示 し、対象製品の拡大を意図 した。
その第一章総則には、
「第一条、機械製洋式貨物に して凡そ海外に輸出するものは一切の税藍を免除す。国内に移
出するものは経過する第一関 〔海関常関藍金局fは 均 く第一関となすべ し〕が、正税一回を徴
収 し運単を給与 し、京師崇文門の落地税を除 く外、その余の税藍は概ね納付を免除する。
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このほか、第三章 〔運錯国内〕第四条では貨物の国内移輸に関 して、二方法を示 して、商人
が一方法を選ぶ便宜をゆるした。すなわち、1919年の新税則に照らして納付するか、あるいは













海外輸出の奨励であることが明瞭であ り、繰 り返 し法規を整備することによって、販路拡大の
効果を向上させるべ く、その確認に努めていたのである。
もう一点、吟味すべきことは、内地に所在する機械工場が貨物を移送する際、納税可能な第
一関 として、「内地常関藍金局旬 と明記 している点である。1915、20年の規定はともに貨物























生金 巾及 シーチン グ ー疋
巾34吋以上、長40礁未満0.080


































金5万 元で開業された。 ドイツ式の日本製機械16台をもって 日に平均20箱を生産 し、将来50箱
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にまで拡大する予定で 「品質優等ニシテー般ノ気受」が好かった。また、北京に創設された丹
風火柴公司は、一 日20箱程度を生産 し 「品質ハ良好」だった。設立後2年 間は損失を出したが


















































企 業 名 綿布綿糸 紙 マ ッチ 石鹸蠣燭 煙草 ガ ラス 他 件数
許可年
光緒8年 上海機器織布局 1 1
17 上海機器軋花紡織局 1 1
19 湖北機器織布局 1 1
19 倫章造紙公司 1 1
25 徳興火柴公司 1 1
28 公茂廠 1 1
29 鴻昌肥皇公司ほか 1 1 2
30 北洋煙草公司ほか 3 1 4
31 耀徐破璃公司 1 1
32 青城機器造紙廠ほか 1 2 1 1 4 9
33 江西磁業有限公司ほか 1 2 3
34 上海宏興機器織布公司ほか 1 1 1 1 3 7
宣統元年 天津教育品製造所ほか 1 2 5 3 ll
2 競立洋燭公司ほか 1 9 5 15
3 正大火柴公司ほか 1 1 2 4
合 計 6 6 3 20 6 3 18 62
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以上の62企業について、その資本の国籍を見ると、光緒二十五年に許可を得た 「徳興火柴公






綿布 綿糸 紙 マッチ 石鹸蠣燭 煙草 ガ ラス 靴下 各種織物 他 件数
許可年
1912年 1 2 3
1913 1 17 1 5 3 27
1914 5 2 1 2 2 4 16
1915 78 1 4 5 2 1 1 1 ll 104
1916 5 1 1 2 8 2 9 28
1917 13 4 2 10 4 4 12 49
1918 8 9 1 2 10 4 ll 45
1919 8 2 1 3 15 6 20 55
1920 13 9 2 10 1 15 10 27 87
1921 16 ll 4 16 22 12 32 ll3









5企業 日本:瑞 宝洋行(石 鹸)。内外棉花股分公司(綿布綿糸)。
米国:永 昌洋行(石 鹸蝋燭)。開乾洋行(石 鹸蝋燭)。
英国:恰 和洋行楊樹浦棉紗廠(綿 糸)。





3企業 米国:美 孚洋行洋燭廠(蝋 燭)。
英国:白 礼氏洋燭公司(石 鹸)。
徳国:徳 信洋行(石 鹸)。




1918年3企業 日本:中 国電球公司(電 燈球)。日華紡紗株式会社(綿 糸綿布)。
米国:奇 異安迫生電機工廠(電 燈)。
1919年4企業 日本:東 亜火柴公司(マ ッチ)。
中国 ・美国 ・日本:中 国電気公司(「電料物品」)。
仏国:百 代公司(「話厘話盤」蓄音機、 レコー ド?)。
英国:Messrs.S.Moutrie&Co.洋琴廠(「洋琴」 もしくはピアノ)。
1920年6企業 仏国:中 法造膜公司(石 鹸)。
英国:江 蘇薬水廠(塩 酸)。天津東方機器廠(機 械)。
英商中国肥1自洋燭有限公司(石 鹸、蝋燭)。
日本:東 亜蛋粉股分公司(ビ スケット)。中華皮革廠(各 種皮革等)。
1921年9企業 英国:厚 昌洋行(石 鹸)。亜細亜火油工司(蝋燭)。新恵洋行(石 鹸)。




















を得たものであった。さきに 「手織 り洋式綿布への適用拡大:天 津」の項で述べた内容と符合
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ると認識 しは じめ、利用数が拡大 しつつあるように考えられる。
許可を得た工場の設立地点は、1913年では、27企業中、17企業(約63%)を上海で占め、残
















「国内工廠は 日増 しに多 くなっている。……ただ前項辮法一税(「機製洋貨完税之案」)を以
て再徴収 しないのは内地の税藍(収 入)に 損である。…… 「真正洋貨」(輸入洋貨)で 内地に
輸送販売される場合は、海関の子口半税を納付する外に、内地も亦それ以上は税藍を徴収でき
ない。機製洋式貨物は、内地に工廠を設置するものが、輸送販売にあたって海関を通過 しない
とき、内地はなおその一回の正税を徴収でき、そのほ うがまだ しも良い。かつ工廠が 日に増加









た中央財政部直轄の各省財政庁等の機構 の場合 も想定 される)。その場合は、外国資本の工場
であっても対象内となるのである。またこの公文書はつづけて、洋商が在華工廠を設置すれば
労働力と材料を中国に求め、中国の原料市場の開拓と労働者の技術向上、生計の確保にとって








因としては、マッケー条約での従価1割 の統一的出廠税(工 場出荷税;藍 金の一種)で 内地通
過税に代えるとい う提議をきっかけに、中国政府が臨時の措置と称 して、従価5分 の正税のみ
でよいと確認 したこと、その後政府が再三、法規の整備、統一により利用の便宜をはかったこ
とも大いに関係 しているであろう。ただこれらの便宜に関 していえば、実施に際 し、税務処督












則例(定 例)に 決めてあ り、外人の在華製造税をその倍数に して充足させることは条約に明ら
かである。(条約の定める)輸入税十二、五%に 照らして計算すれば、製造税は二十五%に な
る。一方中国人の創立する各種工廠のうち(洋貨)模 彷品を製造するものに関 しては、い くら
を納税するかは中国政府が本来自由に制定する権利を所有 し、外人は干渉できないのである。
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